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令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品 

及びベース素材の全体最適化実証事業）  

公募要領 

 
令和５年６月 

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 
 

公益法人廃棄物・３Ｒ研究財団（以下「財団」という。）では、環境省から令和５年度二
酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及
びベース素材の全体最適化実証事業）の交付決定を受け、交付を受けた補助金を財源として、
国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業に要
する経費に対して、当該経費の一部を補助する事業を実施いたします。  

この公募要領は、間接補助事業（以下、「補助事業」という）を公募するためのものです。 
 本補助金の概要、対象事業、応募方法及びその他の留意していただきたい点は、この公募
要領に記載しておりますので、応募される方は、公募要領を熟読いただくようお願いします。  

なお、補助事業として採択された場合には、令和 5 年度二酸化炭素排出抑制対策事業費
等補助金（国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実
証事業）交付規程 （以下「交付規程」という。）に従って手続等を行っていただくことにな
ります。  
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補助金の交付申請又は受給される皆様へ  
 
本補助金については、国庫補助金である公的資金を財源としておりますので、社会的に 

その適正な執行が強く求められており、当然ながら、財団としましても、補助金に係る不正
行為に対しては厳正に対処します。  

従って、本補助金に対し応募の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金の交付を受
けられる方におかれましては、以下の点につきまして充分ご認識された上で、応募の申請を
行っていただきますようお願いします。  
 
１ 応募の申請者が財団に提出する書類には、如何なる理由があっても、その内容に虚偽の

記述を行わないでください。  
 
２ 財団から補助金の交付決定を通知する前において、発注等を行った経費については、補

助金の交付対象とはならないことを承知願います。  
 
３ 補助金で取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期間

（法定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付
け、又は担保に供することをいう。）しようとするときは、事前に処分内容等について財
団の承認を受けなければなりません。なお、財団は、必要に応じて取得財産等の管理状況
等について調査することがあります。  

 
４ 補助事業の適正かつ円滑な実施のため、その実施中又は完了後に、必要に応じて現地調

査等を実施いたします。  
 
５ 補助事業に関し不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の取消しを

行うとともに、支払い済の補助金のうち取り消し対象となった額に加算金（年１０．９
５％の利率）を加えた額を返還していただくことになります。 

 
６ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）の第２９条から第３２条において、刑事罰等を科す旨
規定されています。  

 
７当該補助事業に関する個々の情報・非公表の取扱いについては、情報公開法に基づく情報

開示に準ずることとします。  
 

公益財団法人 廃棄物・３Ｒ研究財団  
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１．補助金の目的と性格  

○ 太陽光パネルや車載用バッテリー等の再エネ関連製品では今後大量廃棄が見込まれて
います。また、ガラス等のベース素材では、忌避物質の混入や品質確保の観点から天然
資源からの素材代替が十分に進んでいません。これらに対して省 CO2 型の国内リサイ
クル体制の整備が必要です。 自動化製品や IoT 機器、電動化製品の需要は依然として
増加しており、これに伴い、センサーや電子基板類、バッテリーといった製品・部品の
廃棄量についても増加することが見込まれています。こうした製品・部品には、非鉄金
属・レアメタルが含有されていることから、適切にリユース、リサイクルすることによ
って、天然資源の節約、資源の海外依存度の低下、省 CO2 化等の環境負荷低減が期待
できます。  
 本事業では省 CO2 型のリサイクル技術向上と、デジタルを用いたトレーサビリティ確
保によるリサイクル原料の品質向上を図り、未利用資源の活用体制構築を促進する実証
を行うものです。 

 
○ 本補助事業は、エネルギー対策特別会計（エネルギー需給勘定）による予算を財源とし

ています。特別会計に関する法律（平成１９年法律２３号）の規定により、使途は国内の
エネルギー起源 CO2 排出量の削減に貢献するような事業に限定されます。 

 
○ 本補助金の執行は、法律及び交付要綱等の規定により適正に行っていただく必要があ 

ります。具体的には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律
第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法
律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）、二酸化炭素排
出抑制対策事業費等補助金（脱炭素型循環経済システム構築促進事業）交付要綱（令和５
年３月３０日 環循総発第２３０３３０９号。以下「交付要綱」という。）及び二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素型循環経済システム構築促進事業）実施要領（令和
５年３月３０日環循総発第第２３０３３０９号。以下「実施要領」という。）の規定によ
るほか、交付規程の定めるところに従い実施していただきます。  

万が一、これらの規定が守られず、財団の指示に従わない場合には、交付規程に基づき
交付決定の解除の措置をとることもあります。また、事業完了後においても、補助事業の
効果が発現していないと判断される場合には、補助金返還などの対応を求めることがあり
ますので、この点について十分ご理解いただいた上で、応募してください。  
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・ 事業開始は、交付決定日以降（交付決定日を含む。）となります。  
・ 事業完了後は、事業報告書等の提出などが必要です。  
・ 補助事業で整備した財産については補助事業で取得した旨の表示が必要であるととも 

に、適正な財産管理及び処分（目的外使用、譲渡等）しようとする場合は、あらかじめ財
団に申請を行い、承認を受ける必要があります。  

・ これらの義務が十分果たされないときは、財団より改善のための指導を行うとともに、 
事態の重大なものについては交付決定の解除や、それに伴う補助金の返還を命ずることも
あります。  
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２．公募する事業の対象  

本補助金の対象は、（１）に適合する（２）の事業とします。  
（１）対象事業の基本的要件  

ア 事業を行うための実績・能力・実施体制が構築されていること。  
イ 提案内容に、事業内容・事業効果・経費内訳・資金計画等が明確な根拠に基づき示さ

れていること。  
ウ 別紙１に示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。  

（２）対象事業の要件等  
実施対象事業は、環境省の委託事業による「国内資源循環体制構築に向けた再エネ関

連製品及びベース素材の全体最適化実証事業」で検証された事業又は脱炭素型金属リサ
イクルの推進に対し、資源の循環的な利用及び処分の基本原則から見た事業の有効性、
エネルギー削減効果、CO2 排出量削減効果その他の環境負荷低減効果が検証された内
容で、①～⑤のいずれにも該当することとします。  
① 次のア～ウのいずれかの観点からエネルギー起源 CO2 削減に資する取組であるこ

と。  
ア デジタル技術を用いたトレーサビリティ確保によりリサイクル原料の品質向上等

に伴うエネルギー使用量の削減  
イ 再生材の利用により天然資源が代替されることに伴うエネルギー使用量の削減 
ウ 輸送・破砕・選別工程の高効率化その他のリサイクルプロセスの改善によるエネル

ギー使用量の削減 
② 次のア～エのいずれかのテーマに関連する取組であること。 

ア 再エネ関連製品（太陽光パネル、リチウムイオン蓄電池、風力発電ブレード）・ベ
ース素材等における未利用資源の国内活用体制構築の実証  

イ 白金族等のレアメタル等を対象とした脱炭素型回収スキームの構築及びリサイク
ル技術・システムの実証  

ウ 再エネ関連製品（太陽光パネル、リチウムイオン蓄電池、風力発電ブレー ド）・ベ
ース素材等の製品仕様情報と連携し、デジタルを用いたトレーサビリティを確保し
たリサイクル技術・システム構築の実証  

エ その他脱炭素型金属等リサイクル技術・システムの実証  
③ 新規性のある事業であり、当該事業に対し、他の法令及び予算に基づく補助金等（補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２
条第１項に基づく補助金等をいう。補助金、交付金、その他相当の反対給付を受け
ないで行う給付金等が含まれる。）の交付を受けていないこと。  

④ 実証終了後の出口戦略（例：再生材の用途、販売・調達見通し、事業化スケジュール
等）が明確であること。  
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⑤ 実証の結果、業界内外での横展開により低炭素製品のリユース・リサイクル及びリ
サイクル素材の活用工程での省 CO2 化が促進される事業であること。 

  
（３）補助事業者 補助金の応募申請をできる機関は、次に掲げる者とする。  

①  民間企業  
② 独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条第１項に規定する独立行政

法人 
③ 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１０８号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人 
④  一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 
⑤  国立大学法人、公立大学法人及び学校法人 
⑥ その他環境大臣の承認を経て財団が適当と認める者 
（応募申請する代表の機関等は、設立から１年以上経過していること。） 
なお、補助金の管理等については、補助事業者の経理担当部局が行う必要があります。 

 
（４） 事業の実施体制  

補助事業の実施について、単独の事業者による事業、又は複数の事業者が参画する共
同事業のいずれの形態で行うことも可能です。複数の事業者と共同で補助事業を実施す
る場合には、代表の事業者（以下、「代表事業者」）を決めていただきます。他の事業者
を共同事業者とします。代表事業者は、事業に関する応募書類の提案者となるほか、応
募事業の審査過程に関する連絡・対応に当たり、総括的な責任を有します。代表事業者
は、事業が採択された後は、円滑な事業推進と目標達成のために、事業の参画者を代表
してその事業推進に係る取りまとめを行うとともに、事業の参画者の役割分担を含む事
業計画の作成及び見直しに係る調整等、事業の円滑な実施のための進行管理を行ってい
ただくことになります。  

なお、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり財団及び環境省が承認した場
合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。  

また、複数の事業者を実施体制に含めようとする場合には、当該事業者は事業の実施
に当たり必要不可欠な者に限るものとします。  

 
（５） 補助金の交付額  

原則として補助対象経費（「４．（２）補助対象経費」p.１０参照）に次の割合を乗じ
て得た額を補助します。 

補助率：２分の１、または３分の１（p.２８別表２による）  
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（６） 補助事業期間  
事業実施期間は原則として、事業採択後の契約締結日から令和６年２月末までとしま

す（継続事業の場合を除く）。事業の内容や進捗状況に応じて事業期間終了時期を前倒
しすることが可能です。 複数年度で行う事業の実施者は、毎年度の実証事業の達成目
標をあらかじめ設定し、目標の達成について自己評価を行っていただきます。設定し
た目標の達成状況等については、各年度末に評価審査委員会による中間評価を行うこ
ととし、事業継続実施の可否について審査します。なお、複数年度の事業の実施は、
審査委員会において事業継続が認められ、かつ各年度における本事業の予算が確保さ
れた場合に行われるものとなります。  
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３．補助対象事業の選定  

（１）一般公募を行い、選定します。  
なお、補助対象事業の要件を満たさない場合、または提出された応募書類に不備があ

る場合は、受理できません。また、必要に応じて、ヒアリングや追加資料の提出を求
める場合があります。 

    
（２）財団と環境省が策定し、財団が設置する審査委員会において確認した審査基準に基づ

き、事前の書類審査を行った上で、審査委員会によるヒアリング審査に諮り応募事業を
選定します。審査委員会が厳正に審査を行い、環境省から交付を受けた補助金の範囲内
で採択候補事業者を選定し、環境省環境再生・資源循環局長と協議の上、交付を受ける
補助金の限度内で採択者を決定します。なお、審査結果に対するお問い合わせ等は受け
付けません。 

  
【主な審査項目】 

① 課題設定の妥当性  
② 事業における環境影響改善効果の評価方法  
③ 実現した場合の CO2 排出量の削減見込み  
④ 脱炭素型金属リサイクルビジネスの活性化の見込み 
⑤ 事業化等の事業終了後の出口戦略 
⑥ 事業計画・スケジュール 
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４．応募に当たっての留意事項  
（１）虚偽の応募に対する措置  

応募書類に虚偽の内容を記載した場合、事実と異なる内容を記載した場合は、事業の
不採択、採択の取消、交付決定の解除、補助金の返還等の措置をとることがあります。  

 
（２）補助対象経費  

対象となる経費は、補助事業実施のために直接必要な費用であって、別表１に掲げる
費目に該当するものとします。別表に示した費目に該当しない経費で、補助事業実施に
直接必要な経費であるか否かは、財団が環境省との協議で判断いたします。  

 
（３）技術開発経費の適正な管理について  

各事業者（共同事業の場合は、参画する各事業者）の責任において経費の管理が適正
に行われるよう、各事業者は技術開発経費に係る不正を誘発する要因を除去し、抑止機
能のある環境・体制の構築に努めてください。  

 
（４）維持管理  

補助事業により導入した設備等は、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交
付の目的に従って、その効率的運用を図る必要があります。また、導入・運用に関する
各種法令を遵守する必要があります。  

 
（５）事業内容の発表等  

本事業で実施した内容については、その成果を広く国民へ情報提供していくことと 
しております。本事業実施中、あるいは完了後に、環境省自らが発表する場合や成果発
表会等で補助事業者に発表いただく場合がありますので、ご了承ください。また、財団
もしくは環境省の求めに応じて、必要な情報等を提示する必要があります。  

補助事業者自らが事業の成果等について発表する場合において、公表内容について 
事前に財団に必ず確認する必要があります。とりわけ本事業は、提案の開発・実証を経
て、事業終了後早期の実用化・製品化・社会実装が見込まれるレベルの成熟度にある技
術を対象とし、本事業における技術の開発・実証の内容・成果は、当該技術の実用化・
製品化・社会実装等に少なからず影響・貢献することになります。そのため、当該技術
の開発・実証の内容・成果を一部でも活用する場合には、実施内容・成果の公表・活用・
実用化・製品化・社会実装等に当たっては、財団への事前の報告を厳守してください。
その際には、本事業で実施している又は実施していた若しくは同環境省事業の成果を活
用している等の旨を、必ず一般にとって分かりやすい形でその都度明示する必要があり
ます。他府省等を含む外部からの実施内容等に関する照会の際にも、回答をする前に、
事前に財団に必ず確認する必要があります。 
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なお、本事業の範囲において、学会の発表及び参加並びにシンポジウムの開催等が必
要となる場合は、環境省から別途指示を行います。  

 
（６）審査委員会の実施について  

審査委員会では、成果確保のための指導を行うとともに、複数年度で行う事業につい
ては事業継続実施の可否を決定することとします。 

なお、 実証事業期間中において、審査委員会の外部有識者が事業実施場所に訪問し現
地視察を行うことや審査委員会に対し中間報告、最終報告を行っていただくことがあり
ます。 

 
（７）事業報告書の作成及び提出 

補助事業者は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後３年間の期間について、年
度毎に年度の終了後３０日以内に、当該補助事業による過去１年間（初年度は、補助事
業を完了した日から補助事業の完了の日の属する年度の３月末までの期間を含む。）の
二酸化炭素削減効果等について、環境大臣に報告書を提出するものとします。  
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別表１ 
１ 区
分 

２ 費
目 

３内容 

設 備
費 

設 備
費 

・事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入並びに購入物の運
搬、調整、据付け等に要する経費をいう。  

・導入設備は、本実証事業に必要な最低限の規模であること。  
・補助事業の実施に必要な設備の購入にあっては、複数（原則３者以

上）の見積もりをとりよせ、適切な判断基準により選定理由を明確
にすること。  

・事業実施のために購入する設備等が、中古品・リース・レンタルに
よる調達の場合は、性能やエネルギー効率の劣化がなく、事業実証
期間の耐用年数が担保できるものに限り補助対象とする。 

業 務
費 

人 件
費 

・補助事業に係る人件費は、当該業務に直接従事する者の直接作業に
要する時間に対して支給される給与、諸手当及び賞与を計上する。 

旅費 ・当該業務に直接必要な国内出張及び海外出張に係る交通費、宿泊費、
日当等の経費を計上する。  

・経費の算出に当たっては、内規等に基づき算出する。  
・出張が当該業務以外の業務と一連のものとなっており、当該業務以

外の業務に係る経費が存在する場合は、当該業務に係る部分とその
他の業務に係る部分に区分し、当該業務に係る経費のみを計上す
る。  

・補助事業者においては、当該業務に係る経費についての出張である
ことが明確に判別できるように出張命令等の関係書類を整理する
こととする。 

諸 謝
金 

・当該業務に直接必要な委員会等を設置し、それに出席した外部協力
者に対する謝金又は報酬等を計上する。  

・経費の算出に当たっては、補助事業者の内部規程等によることとす
る。 

備 品
費 

・備品費とは事業を行うために必要な物品（単価５万円以上かつ２年
以上継続して使用できるもの）の購入、製造等に必要な経費を計上
する。 

・補助事業の実施に必要な備品の購入にあっては、複数（原則３者以
上）の見積もりをとりよせ、適切な判断基準により選定理由を明確
にすること。 

消 耗
品費 

・取得価格が５万円未満の物品に係わる経費。  
・取得価格が５万円以上の物品であっても、おおむね２年程度の反復



13 
 

使用に耐えない物品、破損しやすい物品、又は事業の終了をもって
その用を足さなくなる物品は、消耗品として構わない。（試薬、消耗
実験器具、消耗部品、書籍雑誌、ソフトウェア、試作品等） 

・補助事業の実施に必要な消耗品の購入にあっては、複数（原則３者
以上）の見積もりをとりよせ、適切な判断基準により選定理由を明
確にすること。 

印 刷
製 本
費 

・計上する経費は、事業実施期間中に財団に提出を指示された事案に
対する提出資料及び委員会等の資料等の印刷物、報告書の製本等に
係る経費とする。  

・対象部数等は、財団に提出することを指定された部数のみとするこ
と。 

通 信
運 搬
費 

・当該業務に直接必要な物品等の運搬費用、郵便料、データ通信料等
に係る経費を計上する。（電話料、ファクシミリ料、インターネット
使用料、宅配便代、郵便料等）  

・通信運搬費として計上する経費は、当該業務に直接必要であること
が証明することができるものとする。 

借 料
及 び
損料 

・業務に直接必要な機械器具類等で、事業開始以前からのリース・レ
ンタルに係る経費又は当該業務を実施するにあたり直接必要とな
る物品等の事業実施期間中の借料を計上する。  

・リース等の物品使用が、当該業務のみに使用していると認められな
い部分の経費については、当該事業利用割合が算出できる場合の
み、計上できることとする。 

光 熱
水費 

・当該業務に直接必要な電気・水道・ガス料金等の光熱水費。  
・光熱水費として計上する経費は、当該業務に直接必要であることが

証明することができるものとする。 
会 議
費 

・当該業務に直接必要な委員会等の開催に伴う会場借料、機材借料及
び飲料費等を計上する。  

・会場の選定及び飲料等の購入に当たっては、必要以上に高価又は華
美であったり、広さや個数が過剰になったりしないよう、出席者を
確認し必要最小限度とすること。 

雑 役
務費 

・当該業務の主たる部分の実施に付随して必要となる諸業務に係る経
費（当該業務に必要な機器のメンテナンス費、分析費、速記料、通
訳料、翻訳料等）を計上する。 

外 注
費 

・当該業務を行うために必要な経費のうち、事業者が直接実施するこ
とのできないもの、又は適当でないものについて、他の事業者に外
注するために必要な経費（請負契約）を計上する。（機械装置や工具
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器具部品の設計、製造、改造、修繕又は据付け、コンピュータープ
ログラムの開発・改修、調査業務など） 

・補助事業の実施に必要な外注にあっては、複数（原則３者以上）の
見積もりをとりよせ、適切な判断基準により選定理由を明確にする
こと。 

・原則として補助対象経費の内、共同実施費を除く経費の２分の１を
超える額を計上することはできない。 

共 同
実 施
費 

・補助事業を実施するにあたって代表者とともに業務を分担する機関
（共同事業者）が担当する経費。基本的には、上記費目に準じて計
上すること。 

＜補助対象外経費の代表例＞ 
既存施設の撤去・移設・復旧・廃棄費。機械基礎以外の基礎工事、建屋建設に係る経費 
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５．応募の方法  

（１）応募書類  
応募に当たり提出が必要となる書類は、次のとおりです。  

ア 応募申請書【様式１】  
 
イ 実施計画書【様式２】  
 CO2 削減量の算出について、フロー図、計算書（根拠を含む）、計算結果を添付して
ください。（別紙資料２「CO2 削減効果計算書」参照） 

 
  ウ 事業全体の概要について、Microsoft 社 PowerPoint 等を使用して、２枚以内で作成   

してください。記載すべき内容は次のとおりです。 
・申請する実証事業名 
・申請法人、連携法人名 
・事業の背景、内容、解決すべき課題（箇条書き） 
・写真や図表を使用した事業の全体像のイメージ 

 
エ 経費内訳【様式３】  

脱炭素社会を支える国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材
の全体最適化実証事業に要する経費内訳  
※ 詳細な金額の根拠がわかる書類（見積書又は計算書）等を添付してください。  
・複数年度で実施する場合は、令和５年度分を記載するとともに複数年度事業年度別計画を作成し

てください。（別紙資料１参照） 

・消費税及び地方消費税相当額を除いた金額を記載してください。 

 
オ 事業収支計画及び資金調達計画が分かる資料  

例えば、キャッシュフロー計算書を添付し、その計算における前提条件を記載して
ください。  

資金調達計画については、様式３の経費内訳で記載した総事業費について、資金調
達計画を具体的に記載してください。（例えば、次頁に示すとおり。）また、補助金の
支払いは原則として精算払いとなりますので、資金調達計画に補助金額は含めずに無
理のない資金調達計画を立ててください。なお、金融機関からの融資が確定、あるい
は協議中である場合には、それを証明する書面があれば、その写しを添付してくださ
い。  
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資金調達計画書（例） 
令和 5 年●月●日 

公益財団法人廃棄物・３R 研究財団 
理事長 梶原 成元 殿 

申請者 〇〇〇株式会社 
（代表者の役職と氏名）×× △△ △ 

 
 当該補助事業において整備する設備等について、資金調達計画は下記のとおりであるこ
とに相違ありません。 

記 
１．資金調達計画 

資金調達先 金  額 備  考 
 
借 
 
入 

想定金融機関名  償還期間、利率、その他（抵
当権の設定、特約等） 

   
   
   
小計   
自己資金   

その他の収入   
合計額   

補助金申請額   
＊合計額は、経費内訳の総事業費と消費税及び地方消費税相当額の合計額以上であること 

 
２．金融機関との調整状況 

金融機関名 融資金額 調整状況 
（確定、調整中、未協議） 

   
   
   

合計額   
＊金融機関との調整状況を示す書類を添付すること。 

 
３．借入金の返済計画を示す書類 

金融機関毎の償還期間に見合う、金融機関に提出した返済計画（経営計画書又は利益
計画書並びにキャッシュフロー計算書）を提示すること。 
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カ 代表事業者（共同事業者がある場合はそれを含む。）の企業パンフレット等業務概要
がわかる資料及び定款（申請者が個人企業の場合は、印鑑証明書の原本及び住民票の
写し（いずれも発行後３ヶ月以内のもの）を提出すること。また、認可を受けている
者等は、設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であるとされた法人の定款の案を
提出すること。ただし、この案が作成されていない場合には、提出を要しない。）  

 
キ 経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益計算書（応募の申請時に、法人

の設立から１会計年度を経過していない場合には、申請年度の事業計画及び収支予算
を、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合に
は、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損益計算書を提出すること。また、申請
者が個人企業の場合は、提出を要しない。さらに、認可を受けている者等は、設立の
認可を受け、又は設立の認可が適当であるとされた法人の、申請年度の事業計画及び
収支予算の案を提出すること。ただし、この案が作成されていない場合には、提出を
要しない。）  

 
ク 今回の実証事業において、一般廃棄物や産業廃棄物を利用して行う場合には、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）を所管する自治体の担
当部局と協議するとともに、その協議結果を付した書類を提出すること。 

 
ケ 暴力団排除に関する誓約書（２７P 別紙１）  
 
コ その他参考資料  

 
注）応募に当たり提出が必要となる書類は、次のとおりです。 

応募書類のうち、【様式１】～【様式３】、別紙１については、財団ホームページ
から電子ファイルをダウンロードして作成するようお願いします。 

また、応募に当たっては、提出書類等に誤りがないよう「応募資料のチェックリス
ト」（３１Ｐ参照）で確認してください。 

  

（２）応募書類の提出方法 

（１）の応募書類（紙）と電子媒体を提出期限までに、持参又は郵送により財団へ
提出してください（電子メールによる提出は受け付けません。）。応募書類は、封
筒に入れ、宛名面に、応募事業者名及び２．（２）対象事業の応募書類である旨
（「令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（国内資源循環体制構築に
向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業）応募書類」）を朱書
きで明記してください。 
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なお、応募書類は申請書、実施計画書、経費内訳、実施計画書の資料、経費内訳
の資料の順に綴り、インデックスを付けフラットファイル等に綴じてください。
（インデックスを付ける紙は別紙として１枚追加してください。） 

（３）提出先 

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 

〒１３０－００２６  

東京都墨田区両国３－２５－５ ＪＥＩ両国ビル８階 

 

（４）提出部数 

（１）の応募書類（紙）を２部（正本１部、副本（写し）１部）、当該書類の電
子データを保存した電子媒体（ＣＤ-Ｒ等）１部を提出してください。（電子媒体
には、応募事業者名を必ず記載してください。）。 

なお、提出いただきました応募書類は、返却しませんので、写しを控えておい
てください。 

 

（５）公募期間 

令和５年６月９日（金）～令和５年７月３日（月）１７時必着  

 

受付期間以降に財団に到着した書類のうち、遅延が財団の事情に起因しない場合
は、いかなる理由があっても応募を受け付けませんので、十分な余裕をもって応募
してください。 

 



19 
 

６．問い合わせ先 

問い合わせ内容を正確に把握するため、電子メールを極力利用してください。その
際、メール件名を「国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の
全体最適化実証事業に関する問い合わせ」としてください。 

 

＜問い合わせ先＞  

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 

〒１３０－００２６  

東京都墨田区両国３－２５－５ ＪＥＩ両国ビル８階 

担当：奥山、上島、金城、有田 

TEL：０３－６６５９－６４２４  

E-mail：r.koudoka-４＠jwrf.or.jp 
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○補助事業の実施における留意事項等について 
 

１ 基本的な事項について 

本補助金の交付については、財団が環境省から交付を受けた補助金の範囲内で交付す
るものとし、適正化法、適正化法施行令、交付要綱及び実施要領の規定によるほか、交
付規程の定めるところによることとします。 

これら規定が守られない場合には、事業の中止、補助金返還などの措置がとられるこ
とがありますので、制度について十分ご理解いただいた後、応募してください。 

 

２ 補助事業の実施における留意事項等について 

（１）交付申請 

財団から採択する旨の通知を受領した事業者には、補助金の交付申請書（交付規程
様式第１（第５条関係））を提出していただきます。その際、補助金の対象となる費
用は、原則として、当該年度に行われる事業で、かつ当該年度中に支払いが完了する
ものとなります。 

 

（２）交付決定 

財団は、提出された交付申請書の内容について以下の事項等に留意しつつ審査を行
い、補助金の交付が適当と認められたものについて交付の決定を行います。 

ア  申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、工事計画等）が整っており、準
備が確実に行われていること。 

イ  補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに適正化法第
２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に規定する資金を含む。）の対
象経費を含まないこと。 

ウ 補助対象経費以外の経費を含まないこと。 

 

（３）補助事業の開始 

補助事業者は、財団からの交付決定を受けた後に、補助事業を開始することとなり
ます（なお、工期等の諸事情により早期開始が必要なものについてはご相談くださ
い。）。 

補助事業者が補助対象設備の導入等の契約を締結するにあたり注意していただき
たい主な点は、原則として次のとおりです。 

ア 契約・発注日は、財団の交付決定日以降（交付決定日を含む。）であること。 

イ 補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理が働くよう
な手続きによって契約の相手先を決定すること。（競争入札若しくは原則３者以
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上による競争[見積仕様以上の性能が確保できることを前提とし、価格が安価で
ある者を選定すること。]） 

 

（４）実績報告書（交付規程様式第１１（第１１条関係）） 

ア 当該年度の補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日、
又は補助事業の完了した日の属する年度の３月１０日のいずれか早い日までに完了
実績報告書（交付規程様式第１１（第１１条関係））を財団あて提出しなければなり
ません。 

財団は、補助事業者から完了実績報告書が提出されたときは、書類審査及び必要に
応じて現地調査等を行い、事業の成果が交付決定の内容に適合すると認めたときは、
交付すべき補助金の額を決定し、補助事業者に交付額の確定通知をします。 

 

イ 補助事業における利益等排除について 

補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達等に係る経
費がある場合、補助対象経費の実績額の中に補助事業者自身の利益が含まれるこ
ととなり、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。このため、補助
事業者自身から調達等を行う場合は、原価（当該調達品の製造原価など※）をも
って補助対象経費に計上します。 

※ 補助事業者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の合理的な説明
をもって原価として認める場合があります。 

 

  ウ 実績報告書には交付規程等に定めた書類を添付する必要があります。この添付資料
のうち、領収書等（当該補助対象設備の調達事業者への支払いを証明する書類）に
ついては補助事業者に対して、補助事業に要した経費の請求がなされた場合を含み
ます。この場合は、完了実績報告書に請求書を添付することで可とし、補助事業者
は補助金を受領した日から原則として２週間以内に領収書を財団に提出すること
とします。 

 

（５）補助金の支払い 

補助事業者は、財団から交付額の確定通知を受けた後、精算払請求書を提出していた
だきます。その後、財団から補助金を支払います。 

 

（６）補助金の経理等について 

補助事業の経費については、収支簿及びその証拠書類を備え、他の経理と明確に区   

分をして経理し、常にその収支状況を明らかにしておく必要があります。 

これらの帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間、い
つでも閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。 
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（７）取得財産の管理について 

補助事業の実施により取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）については、
取得財産等管理台帳を整備し、その管理状況を明らかにしておくとともに、取得財産等
を処分（補助金の交付の目的（補助金交付申請書の実施計画書及び補助金精算報告書の
実施報告書に記載された補助事業の目的及び内容）に反して使用し、譲渡し、交換し、
貸し付け又は担保に供することをいう。）しようとするときは、あらかじめ財団の承認
を受ける必要があります。 

その際、場合によっては補助金の返還が必要になることがあります。 

 

（８）その他 

上記の他、必要な事項は交付規程に定めますので、これを参照してください。 

 

３．その他（圧縮記帳の適用） 

本補助金は、法人税法第４２条第１項及び所得税法第４２条第１項の「国庫補助金等」
に該当するため、補助事業者が法人の場合、国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額
の損金算入の規定（法人税法第４２条）の適用を、また、個人の場合は、国庫補助金等の
総収入金額不算入の規定（所得税法第４２条）の適用を受けることができます。 

ただし、これらの規定が適用されるのは、当該補助金のうち固定資産の取得又は改良に
充てるために交付された部分の金額に限られます。 

なお、これらの規定の適用を受けるに当たっては、一定の手続きが必要となりますので、
手続きについてご不明な点があるときは、所轄の税務署等にご相談ください。 
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【様式１】 

                        識別番号               

令和  年  月  日 

 

 

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 

理事長   梶原 成元 殿 

 

住     所 

法  人  名 

代 表 者 職 氏 名  

（押印省略） 

 

令和５年度国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品 

及びベース素材の全体最適化実証事業応募申請書 

 

 

 

標記について、以下の必要書類を添えて申請します。 

 

 

１．実施計画書及び別添資料 

２．経費内訳 

３．応募者の業務概要及び定款 

４．応募者の経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益計算書） 

５．その他参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等） 

 

責任者の所属部署・職名・氏名 

 

担当者の所属部署・職名・氏名 

 

連絡先（電話番号・Eメールアドレス） 
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【様式２】 

国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の 

全体最適化実証事業実施計画書 

 
※ 赤字斜フォントは記載要領のため、提出時は削除して下さい。 

申請テーマ 

（右記該当に○
を付ける） 

① 再エネ関連製品（太陽光パネル、リチウムイオン蓄電池、風力発電ブレー

ド）・ベース素材等における未利用資源の国内活用体制構築の実証 

② 白金族等のレアメタル等を対象とした脱炭素型回収スキームの構築及びリ

サイクル技術・システムの実証 

③ 再エネ関連製品（太陽光パネル、リチウムイオン蓄電池、風力発電ブレー

ド）・ベース素材等の製品仕様情報と連携し、デジタルを用いたトレーサビ

リティを確保したリサイクル技術・システム構築の実証 

④ その他脱炭素型金属等リサイクル技術・システムの実証 

事業実施の団体名 
 

事業実施の代表者

及び担当者 

事業実施の代表者 

氏名 事業者名・役職名 所 在 地 

   

電話番号 E-mail アドレス 

  

事業実施の担当者（事業の窓口となる方） 

氏名 事業者名・役職名 所 在 地 

   

電話番号 E-mail アドレス 

  

事業の主たる 

実施場所 

＊実際に補助事業を行う場所の住所を記入する。（図面を添付する） 

 

 

 

 
共同事業者 

団体等の名称 
事業実施責任者 

氏名 役職名 電話番号 E-mail ｱﾄﾞﾚｽ 

     
 

     
 

     
 

＜事業の概要＞ 

事業の目的・概要 
実証事業の内容（目的・背景、解決すべき技術的課題、実証事業の内容、実証方法、実証事業
の成果イメージ（目標）、事業実施の効果概要、事前実証検証の状況等）を具体的に記載して下
さい。 
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＜事業の詳細＞ 

【① 社会的課題設定の妥当性】 

社会的課題への効果の妥当性及び実現した場合の循環型社会への貢献の見込みを理由又は根拠
とともに定量的に記載して下さい。 
 

【② 技術的課題設定の妥当性】 

新規性、課題設定の妥当性及び他社の技術と比較して優位性があることを具体的に記載して下さ

い。 

【③ 事業における環境影響改善効果の評価方法】 

事前に実施した事業等を参考に、事業における環境改善方法の評価方法をベースラインと比較す

る等、具体的に記載して下さい。 

【④ 実現した場合のＣＯ2排出量の削減効果の見込み】 

事前に実施した事業等を参考に、事業化が実現した場合の CO2 排出量の削減効果を理由又は根拠

とともに定量的に記載して下さい。 

CO2 排出原単位は IDEA（産業技術総合研究所）、産業連関表による環境負荷原単位データブック

（３EID）（独立行政法人国立環境研究所）、JICA（LCA フォーラム）などのデータを利用し、出典

を記載してください。 

【⑤ 脱炭素型金属リサイクルビジネスの活性化の見込み】 

提案された事業の横展開可能性（他の事業者、他分野への展開可能性）及び金属等リサイクルビ

ジネスの活性化の見込み及び事業採算性を理由又は根拠とともに定量的に記載してください。 

 

【⑥ 事業終了後の出口戦略】 

事業の将来的な展開可能性を経済的・技術的側面から説明して下さい。また、実証事業終了後

の事業展開に係る出口戦略を具体的（事業性、実現性、取組む意義の３つの観点）に記載して

下さい。 

また、事業終了後３年間の具体的な目標及び活用内容を記載して下さい。 
 

【⑦ 事業計画・スケジュール】 

別紙でスケジュール表を添付しても構いません。 

複数年度で実施する場合は、複数年度分をまとめて記載してください。 

 

【 ⑧事業の実施体制】 

 ＊申請法人内部及び共同実施者の役割が分かるよう図示してください。 
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【様式３】 

 国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事

業に要する経費内訳 

 

 

 

所要経費 

 

(1)総事業費 (2)寄付金そ

の他の収入 

(3)差引額 (4)補助対象経費支出

予定額 

〇〇〇円 円 〇〇〇円 ☆〇▽円 

(5)基準額 (6)選定額 

(4)と(5)を比

較して少ない

方の額 

(7)補助基本額 

(3)と(6)を比

較して少ない

方の額 

(8)補助金所要額 

(7)×1/2or1/3 

(千円未満切り捨て) 

－円 ☆〇▽円 ☆〇▽円 △△△円 

補助対象経費支出予定額内訳 

経費区分・費目 金額 積算内訳 

(記載例) 

設備費 

 

設備費 

 

      

円 

1. 設備１ 

（積算内訳は、別紙〇のとおり） 

2. 設備２ 

（積算内訳は、別紙〇のとおり） 

合計             円 

業務費 人件費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 旅費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 諸謝金 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 備品費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 消耗品費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 印刷製品費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 通信運搬費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 借料及び損料 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 光熱水費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 会議費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 雑役務費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 外注費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

 共同実施費 円 （積算内訳は、別紙〇のとおり） 

合 計 円  

購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式が５０万円以上のもの） 

名 称 仕様 数量 単価 金額 購入予定時期 
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別紙１                    
公益財団法人廃棄物・３R 研究財団 

理事長  梶原  成元    殿 
 

暴力団排除に関する誓約書 
 

当社（法人である場合は当法人）は、下記のいずれにも該当しません。また、補助事業の
実施期間及び完了後までの将来においても該当することはありません。  

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな
っても、異議は一切申し立てません。  

以上のことについて、交付申請書の提出をもって誓約します。  
記 

（１）法人の役員等（役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）
の代表者）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法
律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第
２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。  

 
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。  
 
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。  
 
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。  

令和   年   月   日  
住 所  
法 人 名  
代 表 者 名  

 
本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等  
（１） 責任者  

（所属部署・職名・氏名）  
（２） 担当者  

（所属部署・職名・氏名）  
（３）連絡先  

（電話番号・E メールアドレス） 
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別表２ 
 
補助対象経費の区分等 

１．補助事業 ２．補助対象経費 ３．基準額 ４．補助率 
国内資源循環体制
構築に向けた再エ
ネ関連製品及びベ
ース素材の全体最
適化実証事業 

補助事業を行うため 
に必要な設備費、業務
費であって別表第２
に掲げる経費並びに
その他必要な経費で
財団が承認した経費 

財団が必要と
認めた額 

ア 総事業費から寄付金そ
の他の収入額を控除した額
を算出する。  
イ 第２欄に掲げる補助対
象経費と第３欄に掲げる基
準額とを比較して少ない方
の額を選定する。  
ウ アにより算出された額
とイで選定された額とを比
較して少ない方の額に次の
割合を乗じて得た額を交付
額とする。ただし、算出さ
れた額に１，０００円未満 
の端数が生じた場合には、
これを切り捨てるものとす
る。  

（１）中小企業基本法第
２条第１項に規定する中
小企業者に補助する場合
は１／２ 
（２）（１）で規定する者
以外に 補助する場合は
１／３ 
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別紙資料 １ 
例： 複数年度事業年度別計画記載例 

No. 項目 

全体 令和５年度 令和６年度 

総事

業費 

補助

対象

外経

費 

補助

対象

経費 

補助

金所

要額 

総事

業費 

補助

対象

外経

費 

補助

対象

経費 

補助

金所

要額 

総事

業費 

補助

対象

外経

費 

補助

対象

経費 

補助

金所

要額 

１．設備費                         

1-1 破砕機 ●● ●● ●● ●●         ●● ●● ●● ●● 

1-2 コンベア ▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲▲ △△ △△ △△ △△ ▽▽ ▽▽ ▽▽ ▽▽ 

… ・・・                         

２．業務費                         

2-1 人件費 ■■ ■■ ■■ ■■ □□ □□ □□ □□ ◇◇ ◇◇ ◇◇ ◇◇ 

2-2 旅費 ★★ ★★ ★★ ★★ ☆☆ ☆☆ ☆☆ ☆☆        

… ・・・                         

                          

                          

                            

合計 ◎◎ ◎◎ ◎◎ ◎◎ ▲▲ ▲▲ ▲▲ ▲▲ ■■ ■■ ■■ ■■ 

 
  



30 
 

別紙資料 ２ 
 実施計画書の添付資料＜参考＞ 

CO2削減効果計算書等について 
 ・フロー図を作成し、それに基づいた計算書を添付してください。 

・計算書には CO2 排出原単位の出典元が分かるようにしてください。 
 
① フロー図（例） 

 
 
② 計算結果（例） 
  
  



31 
 

国内資源循環体制構築に向けた再エネ関連製品及びベース素材の全体最適化実証事業
提出書類チェックリスト 

 

代表事業者名：              
共同事業者名：              
※ 申請書類をご提出される前に、このチェックシートを用いて不足がないかをご確認くだ

さい。 
 

●チェックした資料を各２部（正本１部、副本１部）それぞれＡ４ファイルに綴じてくだ 
さい。 また、本チェックシートを正本の最初のページに添付してください。 

記号 様式等番号 提出書類名 チェック 
ア 様式１ 応募申請書  
イ 様式２ 実施計画書  
ウ 書式自由 事業全体の概要  
エ 別紙資料 2 CO2 削減効果計算書等  
オ 様式３ 経費内訳  
カ 別紙資料１ 複数年度事業年度別計画記載例（必要に応じて）  
 

キ 
別紙１ 暴力団排除に関する誓約書  

 
 

ク 書式自由 

実施計画書の添付資料  
１ 導入前後の比較が出来る概略図及びフロー図  
２ 事業所内における導入設備の配置計画図  
３ 導入前後の機器仕様一覧表  
４ 事業実施スケジュール  

ケ 

 
 
 
添付資料 
（書式自由） 

事業収支計画及び資金調達計画が分かる資料  
代表事業者（共同事業者を含む。）の企業パンフレッ
ト等業務概要 がわかる資料 

 

申請者定款  
経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損
益計算書） 

 

実証事業における廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に係る自治体との協議書類 

 

コ 書式自由 その他参考資料  
＜注１＞設備設置費等の算定根拠として、人件費積算資料、外注費見積内訳書、設計内訳
書等を添付してください。 


